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 がん死亡率を下げるためには、精密検査受診率の向上が不可欠である。

 「自治体担当者のためのがん検診精度管理マニュアル＜第2版＞」
（国立がん研究センターがん対策情報センター）では、精密検査受診率の
許容値：大腸70％以上、目標値：大腸90％以上と示されている。

 近年、職域でのがん検診の精度管理が求められつつある。

 協会けんぽ大阪支部では大阪府・大阪市と連携し、受診率の向上を目的
として、特定健診案内時に大腸がん検便キットを封入し、特定健診会場に
回収窓口を設置する事業をおこなっている。

 職域で実施されている大腸がん検診について、レセプトを用いた効果的
かつ実用可能な精密検査未受診者への受診勧奨手法の確立及び
保険者による精密検査受診勧奨の効果について検討することを目的とする。

背景と目的 1
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背景と目的 2
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 協会けんぽの生活習慣病予防健診は、大腸がん検診（便潜血反応検査）・
肺がん検診（胸部レントゲン検査）・胃がん検診（胃部レントゲン検査）を含む。

 生活習慣病予防健診は35歳～74歳の被保険者が受診できる。

【協会けんぽ大阪支部】 がん検診の状況 （2021年度）

生活習慣病
予防健診

大腸がん検診
（便潜血反応検査）

胃がん検診
（胃部レントゲン検査）

肺がん検診
（胸部レントゲン検査）

受診者数 716,038 669,582 426,083 712,776

受診対象者数 1,555,945 1,555,945 1,555,945 1,555,945

（人）



方法 1

• 大阪支部において、実施した生活習慣病予防健診の便潜血反応検査
(以下、大腸がん検診)で、要精密検査と判定された者を抽出した。

• 先行研究で確立したレセプトを用いたがん精密検査受診者の推定手法※

を用いて、大腸がん検診後の精密検査（大腸内視鏡検査）の受診有無を
介入群および対照群で推定し比較した。

• 介入群は、2021年10月～2022年1月の4ヵ月間に大腸がん検診を受診
した者から抽出した。

• 対照群は、2021年6月～2022年9月の4ヵ月間に大腸がん検診を受診
した者から抽出した。

レセプトを用いた介入群および対照群の抽出
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※レセプト病名に特定の診療行為や医薬品などの情報を組み合わせて推定する手法。
Ogawa T et al. Novel Algorithm for the Estimation of Cancer Incidence Using Claims Data
in Japan : A Feasibility Study. JCO Global Oncology.2023  doi : 10.1200/GO.22.00222.



方法 2

• 介入群に対して、大腸がん検診受診からおよそ8ヵ月後に
精密検査の受診勧奨文書を郵送した。

• 資格喪失者及び精密検査の受診が確認された者は除外した
（精密検査は大腸がん検診受診から3ヵ月後の受診まで確認）。

介入群へ受診勧奨文書を送付

• 大腸がん検診受診からおよそ7ヵ月後（介入前月まで）および
11ヵ月後（翌年の検診前まで）の精密検査受診率を確認し、
その差（上昇幅）を両群で比較した（χ2検定・有意水準5％）。

介入群と対照群を比較分析
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大腸がん検診
受診時期

それぞれの検診月から
7ヵ月後と11ヵ月後の
精検受診率を比較

対照群

2021年6月 2022年1月9月 10月

介入群



方法 3 （精密検査の受診勧奨文書）
介入対象者への文書により受診勧奨を実施
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結果 1
介入群（2021年10月
～2022年1月検診）

対照群（2021年6月
～2021年9月検診）

要精密検査（X） ※喪失者を除く 12,434 13,635

検診後3か月以内
の精密検査受診（A)

2,529 3,272

介入対象者（X-A） 9,905 10,363

検診後3か月～7か月
の精密検査受診（B)

1,875 1,574

検診後7か月以内
の精密検査受診合計（A+B)

4,404 4,846

検診後8か月～11か月
の精密検査受診者数（C)

608 224

検診後0か月～11か月以内
の精密検査受診者数（A+B+C)

5,012 5,070

介入前（検診後0か月～7か月）
の精密検査受診率（A+B/X)

35.4％ 35.5％

検診後0か月～11か月以内
の精密検査受診率（（A+B+C)/X)

40.3％ 37.2％

＋4.9 ポイント ＋1.7 ポイント
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結果 2
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***：p<0.001 、**：p<0.01 、*：p<0.05 、n.s：p≧0.05 各時点の両群間でχ2検定（有意水準5％）。

• 介入前（検診7ヵ月後）の時点では両群の精密検査受診率に有意な差はみられな
かった。

• 介入後（検診11ヵ月後）の時点では介入群の方が高く、有意差がみられた。



結果 3
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送付先からの問合せについて、受診勧奨文書送付後5か月目

時点の結果をとりまとめた。

問合せ総件数は、92件であった。問合せ内容の内訳は、

以下の通りである。

受診済みの報告 82件

受診科の問合せ 8件

送付拒否 2件



考察 1 

保険者において、レセプトを用いることで、大腸がん検診後の
精密検査受診の把握および介入が可能であることが示唆された。

精密検査受診率について、
介入群は35.4％→40.3％（4.9ポイントアップ）、
対照群は35.5％→37.2％（1.7ポイントアップ）となり、
上昇幅は介入群の方が3.2ポイント高く、介入効果が示唆された。
しかしながら、自治体の精密検査受診率の許容値（70％）には
達していない。

本研究では、介入方法として受診勧奨文書を用いたが、自治体においては
電話連絡等、より積極的な介入が実施されている。

受診勧奨文書送付後の問合せ件数は92件あり、対応のための
体制整備が必要であると考える。
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考察 2 

本研究には、以下の課題が存在する。

介入群の抽出を大腸がん検診受診から3ヵ月目に行ったが、その時期
については、さらなる検討が必要である。

介入を大腸がん検診受診からおよそ8ヵ月後に行ったが、対象者により
介入時期がやや異なっている点について、今後検討が必要である。

 2023年度において、大腸がん検診受診者に対して同様の
介入事業に取り組んでおり 、より精緻な分析を実施中である。
その成果については、次年度に報告予定である。

他のがん検診についても、精密検査の受診勧奨実施に向けて
準備を進めている。
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結論
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レセプトを用いることで、効果的ながん検診の精密検査受診勧奨
が可能であることが明らかになった。

受診勧奨文書による受診勧奨を行うことで、精密検査受診率の
向上の可能性が示唆された。一方で、自治体と同等の精密検査
受診率の実現には、さらなる介入手法の検討が必要である。

本事業により、がんの早期発見・早期治療に寄与できると考えら
れる。

本事業は、大腸がん検診について実施したが、今後、他のがん
検診についても実施予定である。本事業の手法は他支部でも
適用可能であることから、協会けんぽ全体のがん検診精密検査
受診率の向上に寄与できると考えられる。

ご清聴ありがとうございました


